
バ ランス ・スコアカー ド導入 ・実践 による成果の

検証に関する考察

乙 政 佐 吉

は じ め に

近年,わ が国においてバ ランス ・スコアカー ド(BalancedScorecard;以 下

BSC)を 導入す る企業が増加 してい る。それに伴い,わ が国企業のBSC導 入

事例が報告 されることも多 くなった。それにもかかわらず,導 入事例の多 くは,

スコアカー ド(戦 略マ ップ)の デザインやBSCの 運用方法 とい うような技術

的な側面を記述するにとどまっている。現状としてBSC導 入 ・実践 による成

果 を十分に測定 してきたとはいえない状況にある。

BSC導 入 ・実践 による成果を測定することは,BSCの 理論的な妥当性 を究

明する上で重要な研究課題 となる。成果の測定において,BSCを 導入 ・実践

す る企業それぞれのBSC導 入 目的は異なるも,財 務業績の向上を一つの大き

な成果として捉 えることができよう。

しか しながら,財 務業績は経済状況や規制緩和のような外的な要因によって

影響 を受ける。また,た とえBSCが 有効に機能 した としても,そ もそ も備 え

ている経営資源 といった内的な要因に応 じて,財 務的業績を向上させるまでに

大 きなタイムラグが生 じることもあ りうる。それゆえ,財 務業績 を向上 させる

上でBSCが どの ような役割 を果たすのか という観点から,BSC導 入 ・実践 に

よる成果を検討 してい く必要があろう。

BSCは,業 績指標 として何 を測定す るかを立脚点 として提唱され,業 績指

標をどの ように利用す るか という議論に基づいて発展 を続けている。そのため,

財務業績 を向上 させ る上で,業 績指標 をどのように利用すれば,BSCが 機能
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す るのかを考慮に入れなが ら,BSC導 入 ・実践による成果を検討 していくこ

とが必要になろう。このような検討は,BSCの 理論的な妥当性 を検証するこ

とにもつながると考えられる。

以上のような観点か ら,本 稿では,BSC導 入 ・実践による成果 とは何かを

明確 にするとともに,BSC導 入 ・実践 による成果 を検証するためのモデルを

提示することが 目的となる。この目的を達成するために,ま ず,第 一節にて,

Serars社 の事例 に基づいてBSC導 入 ・実践による成果の検証の必要性 を説

く。第二節では,BSCの 実行プロセスを概説するとともに,実 行プロセスを

通 じて得 られると期待 される成果を明 らかにする。第三節 においては,BSC

の導入 ・実践 による成果の検証に関する先行研究のレビューを行 う。その上で,

BSC導 入 ・実践による成果 を検証するための研究課題を,成 果 として何を測

定すべきかを含めて考察する。最後に,第 四節において,前 節 までの議論 をも

とに,BSC導 入 ・実践 による成果を検証するためのモデルを提示する。

1.BSC導 入 ・実践 によ る成 果の検証 の必要性

BSCに ついては数々の成功事例が紹介 されている。 しか し,そ れ らの成功

事例 として紹介 された企業 において,事 例の記述がな された後 も継続 的に

BSCを 実践 した り,安 定的に業績向上 を確保 した りしているのか どうかは定

かではない。

たとえば,Ruccietal.(1998)やKaplan&Norton(2001a)で は,Sears

社のBSC導 入 ・実践が成功事例 として紹介 されている。それにもかかわらず,

BSC導 入時にSears社 のCEOで あったMartinez氏 は本業の業績が低迷する

中で退任 してお り(日 本経済新聞2000年03月20日 朝刊),Sears社 自体 も苦戦

を続 けている(日 経流通新聞2004年1月6日)。

Sears社 の業績低迷の原因は明 らかではない。 とはいえ,Sears社 のBSC

導入 ・実践に関する問題点 としては次の二点が指摘 されている。

一つに
,業 績向上に貢献 しない因果関係 を見出したことである。Sears社 は,
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従業員満足度の5%向 上が顧客満足 度を1.3%改 善 し,そ れが売上高成長率

0.5%向 上へ とつながることを発見 した(Ruccietal.,1998)。 ただし,Brown

(2000)は,1ド ルの売上に対 して2セ ントの利益 を計上 している状況におい

て,売 上 を伸 ばすための従業員への投資額は,獲 得するはずの利益額を上回る

と推測 している。それゆえ,従 業員満足度→顧客満足度→売上高成長率 という

因果関係だけでは実用的な情報 を提供 していなかったことになる。

二つ に,従 業員を戦略に向けて統合 できなかったことである。Pascaleet

a1.(2000)に よれば,Sears社 では,新 しい戦略を実行するにあた り,ト ッ

プ・マネジメ ント間においてさえ戦略が共有 されていなかった。また,従 業員

への戦略の浸透も不十分であった1)。その結果,CEOが 別の優先事項 に気をと

られているあいだに,初 期に達成した業績改善を維持できなくなったとされる。

Sears社 の業績低迷は,単 にBSCを 導入するだけでは必ず しも継続的な業

績の向上 につなが らないことを示 している。BSCの 導入 ・実践の仕方を誤れ

ば,逆 に業績 を悪化させ ることもあ りうるのである。

BSCの 有効性については,個 々のケースを通 じて説明がなされている。そ

のため,BSCを どのように導入 ・実践すれば,ど のような便益 を得 ることが

で きるのかについて,一 般的な解答は十分に与えられていない。BSCの 有効

性を正当に評価するためには,BSC導 入 ・実践による成果を経験 的証拠 とし

て蓄積 していく必要がある。

なお,BSC導 入 ・実践による成果を検討する際 には,成 果をどのように測

定するかが重要 になって くる。基本的には,財 務業績の向上が一つの成果変数

1)こ の ことは,戦 略を伝達 ・共有す るための手段であったタウンホールミーティン

グへの参加者が回数を重ねるごとに減少 したことによって示されている。全員が参

加 した第1ラ ウンドに対 して,第2ラ ウン ドでは半減,第3ラ ウンドにて30%の 参

加 までに落ち込んでいる(PascaleetaL,2000,p.56)。 なお,タ ウンホール ミーティ

ングとは,様 々な時代の競争環境 を図示 したラーニ ング ・マ ップ等 を用いなが ら,

従 業員のあいだで,新 しい挑戦的な競争環境においてなすべ き現場での活動 につい

て議論する場である。詳 しくは,Ruccietal.(1998)あ る いはKaplan&Norton

(2001a)を 参 照されたい。
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となるものの,財 務業績は経済状況や規制緩和のような外的な要因によって影

響 を受 ける。 また,た とえBSCが 有効に機能 した としても,そ もそ も備 えて

いる経営資源といった内的な要因に応 じて,財 務的業績を向上させるまでに大

きなタイムラグが生 じることもある。さらには,上 記のSears社 の ようにいっ

たん業績 を向上させても,そ の後低迷することもあ りうる。

それゆえ,個 別企業におけるBSC導 入 ・実践 による成果 を考える場合,財

務業績を向上 させる上でBSCが どのような役割を果たすのかという観点か ら,

BSC導 入 ・実践による成果を検討 してい く必要があろう。BSCが 果たす役割

と成果について論及することは,BSCの 理論的な妥当性 を検証することにも

つながる重要な研究課題である。

2.BSCの 実行 プロセス と期待 される成果

前節では,BSC導 入 ・実践 による成果を検証する必要性 を説いた。BSCは,

業績指標 として何 を測定するか という点から提唱され,業 績指標 をどのように

利用するかという議論に基づいて発展を続けている2)。そのため,本 節では,

まずBSCの 実行プロセスを概説する。次に,業 績指標の利用方法に応 じて,

財務業績の向上 に向けてBSCが どの ような役割を果たすと期待 されているの

かについて考察する。

2-1BSCの 実行プロセス

BSCは,提 唱当初,単 に多面的な業績測定システムを意味 していた。その後,

実務への導入 ・実践が繰 り返され,現 時点では戦略マネジメント・システムと

して運用 されることが推奨されている。

2)議 論 の焦点は,BSCの 発展 に伴 って,何 を測定するのか とい う問題か ら指標 を

どの ように利 用す るのか とい う問題へ移 る ことになった(Kaplan&Norton,

2001b,p.158)。
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戦 略マ ネジメ ン ト ・シス テムは四つ のマ ネジメ ン ト ・プロセス を実行 す るこ

とによって展 開 され る(Kaplan&Norton,1996)。 四 つのマ ネ ジメ ン ト・プ ロ

セス とは,① ビジ ョンをわか りやす い言葉 に置 き換 え る(translatingthevi-

sion),② コ ミュニ ケー シ ョン とリ ンケー ジ(communicatingandlinkage),

③ 経 営 計画(businessplanning),④ フ ィー ドバ ック と学 習(feedbackand

learning),を 指 す。

図1は,戦 略 マ ネジ メ ン ト ・シス テム と してのBSCの 実 行 プ ロセス を示 し

て いる。図 中にあ る①～④ の番号 はそれぞ れ四つ のマネ ジメ ン ト ・プロセス に

対応 してい る。

① の 「ビジ ョンをわか りやす い言葉 に置 き換 える」 プ ロセ ズでは,ト ップ ・

グループが ビジ ョンや戦略 を,四 つ の視点3)を 準拠枠 に して,財 務 的指標 とオ

ペ レー シ ョナルな業績指標(非 財務 的指標)に 置 きi換え る。

トップ
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図1戦 略マネジメン トシステムとしてのBSCの 実行 プロセス

3)四 つ の 視 点 は,① 財 務 の 視 点(FinancialPerspective),② 顧 客 の 視 点

(CustomerPerspective),③ 社 内 ビ ジ ネ ス ・プ ロ セ ス の 視 点(lnternalBusiness

ProcessPerspective),④ 学 習 と成 長 の 視 点(LearningandGrowthPerspective)

か ら な る 。
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②の 「コミュニケーションとリンケージ」は,戦 略を具体的にス トーリーと

して記述 した戦略マ ップ4)お よびス コアカー ドを組織全体 に普及せ しめること

で,全 成員 を戦略に向けて統合するプロセスである。その目的を達成す るため

に用い られるコミュニケーションの方法は,大 きく分けて三つある。それは,

①多様なコミュニケーション ・メディアの利用および教育プログラムの実施

⑥個人目標やチーム目標の開発,㊥ 目標達成度 と報酬システムとのリンケージ,

である。

③の 「経営計画」においては,戦 略マップを利用 しなが ら,明 示された戦略

目標 と業績指標が利益計画 と統合 される。

具体的には,ま ず,3年 か ら5年 を対象 とした戦略を戦略 目標および業績指

標 として明示化 した後,対 象期間の各年(度)の 業績指標それぞれにターゲ ッ

ト(目 標値)を 設定する。創造性 を刺激するために,意 欲的なターゲットが設

定される。また,意 欲的なターゲッ トを設定することによって,計 画 とのギャッ

プを確認す る。

次に,計 画とのギャップを埋めなが ら,な おかつ,意 欲的なターゲットを達

成で きるように,各 指標 に対 して戦略的実施項 目(strategicinitiatives)と 資

源の必要量 を確認する。

最後に,戦 略的実施項 目を実施する上で必要 となる財務的資源 と人的資源を

承認する。 この時点において,戦 略→戦略目標→業績指標→ ターゲ ット→戦略

的実施項 目→必要な資源が決定 し,ス コアカー ドの完成 となる5)。

4)戦 略 マ ップとは,戦 略 を記述す るためのテ ンプレー トである。戦略マ ップを利用

することにより,戦 略がス トーリー として記述 されるだけでなく,戦 略を実行する

上で,ど の ような要因を重視 しなければならないか,ま た,ど のような要因を見落

としていたかをチェックすることができるとされる。また,戦 略マ ップは,従 業員

に戦略の意図 と実践方法 を伝 える地図 としての役割 を果たす(Kaplan&Norton,

2000)と さ れる。 なお,Kaplan&Norton(2004)で は,戦 略マ ップの作成方法

が詳述 されている。

5)な お,各 年(度)に 必要 とされる資源は年次予算 に組み込 まれる。年次予算 に組

み込む際に,年 次予算を二つの構成要素に区分する必要があるとされる。二つの構

成要素 とは,戦 略予算(strategicbudgeting)と 業 務予算(operationalbudgeting)

で あ る。戦略予算では,望 むべ く飛躍 的な業績と,継 続的な改善や日常の活動によっ
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④ の 「フィー ドバ ック と学 習」 プロセスで は,戦 略の進捗 度お よび有効性 が

検 討 される。図1に 示 す とお り,フ ィー ドバ ック ・プ ロセ スは三つ に分 け るこ

とがで きる。

図1の 「④ 一1」 の フィー一・一・ドバ ック ・ルー プで は,予 算 に もとつい てオペ レー

シ ョンの管理 が なされ る。す なわち,マ ネ ジャーは予 算 に照 らして業務活動 の

業績 をレビューす る ことによって,差 異分析 を行 い,必 要 に応 じて是正措 置 を

とる。

「④ 一II」 は
,ス コア カー ドに記載 されてい る各指標 の実績 が,月 次 あるい

は四半期 ご とにマ ネジメ ン ト ・レポー トとして トップ ・マ ネジメ ン トに報 告 さ

れ る ことを表 してい る。

「④ 一皿」 の プ ロセス は
,BSCが イ ンター ラクテ ィブ ・コ ン トロール とし

て利用 されてい る ことを示 す6)。 イ ンター ラクテ ィブ ・コン トロール は次 の よ

うな特徴 を もつ(Simons,1995,p.97)。 ① このシス テム によって生 み出 され る

情報 はいず れ も,ト ップ ・マ ネ ジメ ン トが繰 り返 し提 起す る重要 な議題 であ る,

⑤ この シス テムは,組 織 内の全 ての階層 のマ ネジャーがか な らず頻繁かつ定期

的 に関心 を向ける,⑪ この システム によって生み 出され るデ ータは,上 司,部

下,同 僚 が 出席 す る対面型 の会議 におい て解釈 され,議 論 される,⑰ この シス

テムは,前 提 とな ってい るデ ー タ,仮 説,行 動計画 に絶 えず挑戦 し,デ ィベー

て達成可能な業績 との間の計画上のギャップを埋めるのに必要 とされる戦略的実施

項 目を承認する(Kaplan&Norton,2001a,p.292)。 一方,業 務予算は,製 品やサー

ビスの販売か ら期待 される収入の予測 と,効 率的なオペ レーシ ョンの もとで生産 ・

配送される製品やサー ビスに要する費用の予測か らなる(Kaplan&Norton,2001a,

p.289)。 戦 略予算 と業務予算 を区分することによって,BSCが 長 期的な実施項 目

を短期的な部分最適か ら保護するのと同様に,予 算プロセス もまた,短 期的な業績

向上 のプ レッシャーか ら長期 の実施項 目を保護す る(Kaplan&Norton,2001a,

p.14)。 戦 略はスコアカー ドと戦略予算によって管理 されることになる。

6)BSCは イ ンターラクテ ィブ ・コン トロール ・システム として利用されることが

推奨 されている。Kaplan&Norton(2001a)に よれば,「BSCを 実行 に移 した事

例のい くつかは診断的に しかス コアカー ドを使 わなかったために失敗 した。そ して,

イ ンターラクティブ ・システムか ら学習やイノベーシ ョンという便益をえることが

できなかった」(Kaplan&Norton,2001a,p.350)。
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トするための触媒である。

2-2BSCに 期 待 され る役 割

前 項 におい てBSCの 実 行 プ ロセス を概 説 した。次 に,Kaplan&Norton

(1996;2001a)の 記 述 に基 づ きなが ら,そ れぞ れ の実 行 プ ロセ ス を通 じて

BSCが 果 たす と期待 されてい る役割 につい て考 察す る。 なお,以 下 におい て,

上 記 の① 「ビジ ョンをわか りやす い言葉 に置 き換 える」 と③ の 「経 営計画」 を

併せ て 「BSC構 築 」プロセス,② の 「コミュニケー シ ョン とリンケ ージ」を 「コ

ミュニケー シ ョン」 プロセス,④ の 「フィー ドバ ック と学習」 を 「業績測定 ・

評価」 プ ロセ ス として再 区分す る。

① と③ の プロセス を併せ るの は,両 プロセス を経 て初 めてス コア カー ドが完

成す るか らで ある。② と④ に関 しては名称変 更であ る。④ にお いては,よ り実

際の活動 に即 した名称 に改 めてい る。 、

「BSC構 築 」 にお いて は
,戦 略 を業績指 標 に置 き換 え る とと もに業績 指標

間 に因果 関係 を想 定す るこ とによって,ビ ジ ョンや戦略 をあい まいに理解 して

い るこ とが多か った トップ ・グループのあ いだで,戦 略 目標 や それ を達成す る

の に必要 な行動 とは何 か とい うこ とについ て明快 なコ ンセ ンサス が得 られ る と

い う(Kaplan&Norton,1996,pp.10-13)。 したが って,こ の プロセスで は,ト ッ

プ ・グルー プのあい だで戦略 の共有 を促す ことがBSCの 役 割 とな る。

「コ ミュニ ケー シ ョン」 は
,前 述 の とお り,全 成員 を戦 略 に向けて統合す る

プ ロセスであ る。 ここで は,多 様 な コミュニケー シ ョン ・メデ ィアを利用 した

り,教 育 プ ログラム を実施 した りしなが ら,戦 略 を従業員 に伝 達す る。 また,

個 人 あるいはチ ームへ の ス コア カー ドの展 開や報 酬制度 との リンクを通 じて,

伝 達 され た戦 略 に関 す る メ ッセー ジの補 強 が 図 られ る(Kaplan&Norton,

2001a,pp.231-232)。 す なわ ち,「 コ ミュニ ケー シ ョン」 プ ロセスで のBSCの

役 割 は,戦 略の共有 によって全 成員 を方向付 ける とと もに,戦 略 の実施 に向 け

て動機付 け るこ とであ る。

「業績 測定 ・評価 」7)に関 して
,図1の ④ 一Hの プ ロセ スにおい て トップ・マ
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ネジメ ントが定期的に行う業績 レビューは,定 量的な目標 のあいだの因果連鎖

によって,仮 説検定 とい う形 をとることができるという(Kaplan&Norton,

1996,p.17)。仮説検定を行 うことによって,戦 略の進捗度を管理 し,状 況によっ

ては戦略の見直しを行 うことも企てられているのである。

図1の ④ 一皿のプロセスでは,従 来,オ ペレーショナルな問題(戦 術的な問

題)を 議論するのに大半の時間が費や されていた経営 トップとの会議において,

業績指標を改善するためにデザインされた戦略的実施項 目に加えて,戦 略を実

行するのに有効だと考えられた指標全てが検討されるようになるという。経営

トップは,こ の検討を通 じて,マ ネジャーに戦略的な問題 にいっそう集中させ,

より効率的な戦略実行に導 く行動を工夫するよう動機づけることができるとさ

れる(Kaplan&Norton,2001a,p.304)。

また,会 議の問に,組 織の下位 レベルか ら発生 した組織成員の創発的8)な行

動や,戦 略 に対 して新たな脅威 あるいは機会 となる情報 が明確 にされる。

BSCに よってもたらされる情報に加えて,戦 略を十分に理解 した従業員が社

内イントラネットを通 じて提供する情報について徹底的に議論することによっ

て戦略的 な議題 に焦点 を合わせた会議 となる(Kaplan&Norton,2001a,

PP.315-316)と いうo

この 「業績測定 ・評価」のプロセスにおいては,ト ップ・マネジメントを筆

頭に全ての従業員が常に戦略を意識 し,戦 略の管理を行 うとともに,状 況に応

じて戦略自体を見直 しいくよう図 られている。つま り,ここでのBSCの 役割は,

組織の全ての階層 において組織学習 を促進させ ることである。

「組織学習 とは間違いを発見 し修正するプロセス」(Argyris ,1977,p.116)

である。間違いを発見 し修正するにあたって,そ れが行動の前提 となっている

7)図1の ④ 一1の プロセスに関しては,BSCの 導 入 ・実践 をしていな くて も,予

算管理において見 られるプロセスである。そのため,BSC導 入 ・実践 による成果

を検討する本稿では取 り上げない。

8)「 創発的」とは,全 体(な いし集団)レ ベルでの現象が,そ れを構成する部分(な

いし個人)レ ベルの行動 の"意 図 しない"結 果として生 じて くる場合を指す言葉で

ある(河 合,1996,p.6)。
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規範や価値観に及ぶか どうかによって,シ ングル ・ループ学習 とダブル ・ルー

プ学習の二種類の学習に分けられる。ダブル・ループ学習は,戦 略のような行

動の前提 となっている価値に対 して疑問を提示する変革活動である。BSCは,

このダブル・ループ学習 を成立させる役割を期待されているといえる。

なお,ダ ブル・ループ学習のような高次学習には二種類あることが安藤(2001)

によって指摘されている。それは,企 業 レベルの高次学習 とビジネス ・レベル

の高次学習である。企業 レベルの高次学習は,組 織のベク トルや組織文化のよ

うな企業全体 に関わる価値を学習対象 とす る。一方,ビ ジネス・レベルの高次

学習は,仕 事 に対する考え方や問題解決に関わる価値を学習対象 とする。企業

レベルの高次学習は トップ ・マネジメン ト・グループ,ビ ジネス・レベルの高

次学習では組織成員がそれぞれ学習者 となる。

BSCの 実行 プロセスでは,④ 一IIIが企業 レベルの高次学習に,④ 一皿が企

業 レベルの高次学習 とビジネス・レベルの高次学習に照応 していると考えられ

る。④ 一皿のプロセスにおいて,企 業 レベル とビジネス ・レベルの高次学習の

双方を想定できるのは,ビ ジネス ・レベルの高次学習の積み重ねによって企業

レベルの高次学習が成立 しうるからである。

3.BSC導 入 ・実践による成果に関する先行研究 と研究課題

前節においてBSCの 実行 プロセスに即 してBSCに 期待される役割を明らか

にした。本節では,ま ず,前 節にて再区分 したBSCの 実行プロセスそれぞれ

において,BSC導 入 ・実践による成果に関してどのような研究がなされてき

たのかを検討する。次に,先行研究のレビュー結果を踏まえた上で,BSC導 入 ・

実践 による成果に関する研究課題を,成 果として何 を測定する必要があるのか

も含めて提示する。

ただ し,本 稿において,「BSC構 築」プロセスに関する先行研究は取 り扱 わ

ない。「BSC構 築」プロセスは,BSC導 入段階においてBSC導 入プロセスと

なる。BSC導 入 プロセスにおいて,ス コアカー ドをどのようにして作成するか,
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あるいは,ど のような促進要因 ・阻害要因が現れるかを明らかにすることは今

なお重要な研究課題である9)。

とはいえ,BSC導 入 ・実践による成果 を考える場合,BSCが 機能をしてい

るのか否かを問うことが重要になる。BSCが 機能 しているか どうかの問いか

けは,結 局の ところ,「 コミュニケーシ ョン」 プロセスや 「業績測定 ・評価」

プロセスにおける成果を検証することにつながっていると考える。それゆえ,

本稿では 「BSC構 築」プロセスに関する先行研究を対象 としない。

3-・1「 コ ミュニケ ーシ ョン」 プロセス におけ る成果 に関す る先行研 究

「コ ミュニケー シ ョン」 プ ロセ スにお ける成 果 に関す る研 究 として ,ま ず,

Malina&Selto(2001)は,BSCを 組 織 成員 に対 す るマ ネジメ ン ト ・コン トロー

ル とコミュニケー シ ョンの装 置 と捉 え,BSCの 有 効性 を内容分 析10)に よ って

検 証 してい る。 そ の結果,適 切 なマ ネジ メ ン ト ・コン トロ・一一・・ル装 置の属 性11)

を もつBSCは,組 織 成員 の戦 略 的整合性 とモテ ィベー シ ョンを高め,そ れ に

よってポ ジティブな結果が得 られ る ことを示 した。一方,適 切 な コミュニ ケー

シ ョン装 置 の属 性12)を も つBSCに お いて は,マ ネ ジメ ン ト ・コン トロー ルに

見 られ た関係 を見 出せ なかった と してい る。

次 に,林(2004)が あ る。林(2004)で は,BSC導 入 後 の戦略 共有効 果 を

9)管 理会計 システムの導入研究に関 しては,谷(2004)に おいて体系的なレビュー

お よび調査がなされている。また,BSCの 導入研究については,乙 政(2004;2005)

を参照 されたい。

10)「 内 容分析は,テ クス ト分析のための古典的な手法の一つである。この方法 に用

いられるデー タはマス コミ(メ ディア)由 来の ものからインタビュー ・データまで

多様である。質的内容分析の主要な特徴のひとつはカテゴリーの使用であ り,こ の

カテゴリーは一般に既存の理論的なモデルに由来する」(Frick,1995,邦 訳,p.237)

11)マ ネ ジメン ト・コン トロール装置の属性 には,戦 略 にリンクした包括的なが らも

限定的な指標,価 値のある結果に因果的にリンクされた重要業績指標,正 確 ・客観

的 ・検証可能な指標,マ ネジャーの管理可能な行動 と相対的な業績を反映する指標,

困難だが達成可能な目標,報 酬に関連付け られる指標が挙げ られている。

12)コ ミュニケーション装置の属性 は,信 頼できて理解 しやすいメ ッセージ,組 織文

化のサポー ト,対 話 などによる知識共有である。
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確認すべ く,わ が国BSC導 入企業9社178名 の従業員に対する質問票調査が実

施されている。調査結果 として,目標設定や業績評価 などのマネジメント・ツー

ルの経営戦略に対する結合度が高 くなったと認識 されているどうかを問う戦略

共有の直接効果13)と,経 営戦略 に対する従業員の意識が高まったかどうかを

問う戦略共有の間接効果のいずれにおいても向上 したことが確認されている。

同時に,高 い職位ほど戦略共有効果が高 くなっていることも示されている。

3-2「 業績測定 ・評価」プロセスにおける成果 に関する先行研究

「業績測定 ・評価」 プロセスにおける成果に関する先行研究を検討するにあ

た り,そ れぞれの研究の対象範囲に応 じて,「 業績測定」,「業績評価」,「業績

測定 ・評価」の三つに分けて論及する。

3-2--1「 業 績測 定」 におけ る成果 に関す る研 究

「業績測 定」 にお け る成 果 に関す る研 究 と して
,一 つ に,Hoque&James

(2000)が あ る。 且oque&James(2000)は,188社 の 豪州製造 企業 を対 象 と

したサーベ イ調査14)か ら,BSCの 利 用15)と 組 織 規模 ・製品 ライ フサ イクルの

段 階 ・市場 ポ ジシ ョンとの関係 を検 証 してい る。結 果 と して,大 規模 な組織 ほ

ど,ま た,製 品の ライ フサ イ クルが初期 段 階 にある ほ ど,BSCを 利 用 してい

る程 度が高 い ことを明 らか に してい る。 さらに,組 織 規模 ・製 品 ライフサイ ク

ルの段 階 ・市場 ポ ジ シ ョンとの関係 は見 出せ なかっ た もの の,BSCを 利 用 し

13)戦 略共有の直接効果 に関する質問項 目をみると,戦 略 と業績 目標 のリンク,戦 略

目標の計数化による進捗状況の確認 などが挙がっている。 これ らはBSCを 実践す

る上で必要な要件である。 したがって,戦 略共有 の直接効果 というよりは,BSC

の実践度 というほうが実態 に近い といえる。

14)有 効 回答数は66社(回 収率:35.1%)で あ る。

15)こ の研究では,「BSCの 利 用」 を,質 問票 に提示 した20の 指標各々が業績測定を

行 う際に利用 されている程度を尋ねることによって測定 している。そのため,「 多

面的業績測定度」 といったほ うが実態 に近い とい える。 なお,Hoque&James

(2000)は 「我々のBSCが 実 際のBSCの よ うに戦略 とのリンクを取 り上げていな

いことは注意 されるべ きだ」(Hoque&James,2000,p.8)と している。
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ている程度が高 くなるほど,組 織業績16)も高いことを示 している。

二つに,Ittneretal.(2003b)は,米 国の金融企業140社 のデータを用いて,

戦略的業績測定に対す る二つのアプローチ(多 様な指標の利用および戦略 ・バ

リュー ドライバー との統合)と,業 績測定システムに対する満足度や経済的業

績 との関係を検証 している。そして,財 務的指標 と非財務的指標 を広範囲にわ

たって利用 している17)企業において,よ り高い業績測定 システムに対する満

足度や株式市場 リターン18)を得ることが提示 されている。また,BSCの 利用19)

は,業 績測定システムに対する満足度につながっているものの,経 済的業績に

対 して有意な関係を見出せなかったとしている。

三つ に,CampbelletaL(2002)で は,業 績指標や指標問のリンクが潜在的

な戦略の問題をどのように明確にするのか,ま た,業 績測定システムが これら

の問題の原因を明 らかにした り,可 能な解決策を明確にしたりす るのか否かが

探索 されている。リサーチ ・サイ トとしてはStore24社20)を 選んでいる。

Campbelletal.(2002)は,Store24社 の 実デー タを用 いなが ら,ま ず,「 退

屈 を吹 き飛 ばせ」 をス ロー ガ ンに して展 開 され た差別化 戦略 の もとで は,財 務

的業績 が店員 の技 術 レベ ル と有意 な関係 にあ ることを明 らか に してい る。 高い

16)組 織 業績 は,投 資利益率,売 上高利益率,操 業度,顧 客満足度,製 品品質に対す

る回答者の主観的な評価 によって測定されている。

17)問 題 や改善機会の発見,ア クションプランの開発,主 要な資本投資の評価,管 理

者の業績評価,外 部団体への情報開示 に利用 されている程度を測定している。

18)経 済 的業績については,ROA,売 上 の増大,株 式市場 リターン(1年 と3年)

それぞれに対 して公に利用可能なデータを利用 している。このうち,年 次の株式市

場 リター ン以外 の財務的成果 とは有意な関係が見出 されていない。

19)BSCの 利 用は,次 のスケールによって測定されている。1=導 入 を考慮 してい

ない,2=導 入 したが断念 した,3=検 討 している,4=現 在 導入 している,5=

利 用 している,6=大 い に利用 している。なお,Ittnereta1(2003b)は,BSC

を利用 していると主張する企業 と利用 していない企業 とのあいだに,非 財務的指標

の強調 に対 してほとん ど差がない としている。ただし,Ittnereta1(2003b)自 身

も記述 している とお り,BSCを 利用 していると主張する企業 においてBSCが どの

ように利用 されているのか は明 らかでない。

20)Kaplan&Norton(2001a)に お いて,Store24社 は ダブル ・ループ学習を成立

させた好例 として紹介 されている(Kaplan&Norton,2001a,pp.318-319)。
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技術 レベルをもつ店員のいるス トアでは高い財務的成果を得ていた。差別化戦

略それ自体は間違いではなかった。ただ,そ の当時の従業員の技術 レベルを所

与 とすると適切な戦略ではなかったのである。次に,新 しく設定された 「あな

たが待つことのできない理由」 というスローガンの もと実施された効率性戦略

においては,技 術 レベルに関係なく戦略が財務的業績につながっていることを

実証 している。

Campbelletal.(2002)は,Store24社 の戦略の変更がデータによって裏付

けられていることを示 している。結論 として,業 績測定システムは企業の戦略

をモニター,分 析,改 定するためのコントロール装置 として利用されうると述

べている21)。

四つに,Kallas&Sauaia(2004)は,マ ネジメン ト・ゲームを利用 した実

験室実験によって,BSCの 成果の検証 を行っている。Kallas&Sauaia(2004)

は,BSCを 利用するグループ22)(実 験群)と 利用 しないグループ(統 制群)

に参加学生を二分 した上でマネジメント・ゲームを実施 したところ,統 制群よ

りも実験群のほうが高い得点23)を挙げたことを示 している。

五つに,Braam&Nijssen(2004)で は,オ ランダ企業100社 に対するサー

ベイ調査24)に よって,BSCの 利用方法が業績にどのように影響 を与えるのか

について検討されている。結果 として,戦 略に関連付けられた業績測定は業績25)

に好影響を与える一方,戦 略にリンクしていない業績測定は業績を悪化 させる

可能性があることを得ている。

21)さ らに,業 績測定 システムをデザイ ンする際には,代 替案が検定 されうるように,

経 営 トップは代替的な仮説 を考慮 し,シ ステムを形成すべ きだとしている。

22)BSCの 利 用に関 しては,ス コアカー ドを用いて業績測定を行 うだけではなく,

ス コアカー ドの構築 から実施 していることに注意されたい。

23)得 点 は,ROE(ReturnonEquity)を は じめ とした7つ の成功指標 それぞれの

結果,お よび,7つ の成功指標の相対的ランクを合計したス コアによって計算 され

ている。

24)有 効 回答数は41社(回 収率:41%)で あ る。

25)Braam&Nijssen(2004)の 調 査 において,「 業績」は,ROIの 実 デー タと回答

者の業績に対する認知データの双方か ら測定 されている。
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六つに,Hall(2004)は,オ ース トラリァ製造業の戦略事業単位の上級マ

ネジャーに対す るサーベイ調査26)か ら,管 理者の役割明確性(目 標明確性 と

プロセス明確性),心 理的エ ンパ ワーメント27),職 務満足および管理者の業績

に戦略的業績測定 システムが与える効果を検証 している。検証結果 として,戦

略的業績測定システムの提供する情報の包括性は,管 理者の業績や職務満足に

直接影響を与えるのではなく,管 理者の心理的エンパワーメントの改善と役割

期待の明確化 を通 じて管理者の業績や職務満足に効果をもたらすことが明らか

にされている。

3-2-2「 業績評価」における成果に関する研究

「業績評価」における成果に関す る研究28)に は,ま ず,SaidetaL(2003)

がある。SaidetaL(2003)は,Lexis/Nexisに 含 まれるテキス トファイル,

Compustatフ ァイル,CRSPデ ータベースから得た1441企 業年度分のデータ

を用いて,報 酬契約に含 まれる非財務的指標が現在および将来(1年 後)の 業

績に与える影響 を検証 している。結果 として,次 の二つが得 られている。一つ

は,報 酬契約における非財務的指標 の利用は将来のROAお よび現在 ・将来の

株式 リターンに好影響 を与えることである。二つは,企 業の業務環境や競争環

境29)に 適 した非財務的指標の利用 をしたときに業績は最大化されることであ

る。

次に,Bryantetal.(2004)で は,経 営者報酬 に含まれる業績指標が財務的

26)配 布 された369通 の質問票の うち83通 が回収 されている。回答率は22.5%で あ る。

27)心 理 的エ ンパワーメ ントは,意 味(仕 事の重要性),能 力,自 己決定,影 響力か

ら構成されている。

28)BSCを 用 いた 「業績評価」 については,直 接 的に成果 を問うわけではないが,

Lipe&Salterio(2000,2002),Libby&Salterio(2004),BankeretaL(2004)に お いて,

トップの情報処理能力 という観点から,ス コアカー ドによる評価者への影響に関 し

て実験室実験による研究がなされている。

29)企 業 の業務環境 ・競争環境 として,攻 撃型戦略の実施,品 質イニシャティブの採

用,製 品開発の長 さ,製 品ライフサイクルの長 さ,産 業規制,財 務業績の悪化,財

務指標 のノイズ(予 測精度)が 取 り上げられている。
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指標のみの企業 と,非 財務的指標 も含む企業それぞれにおいて,BSCの 四つ

の視点に属する代表的な業績指標30)間 の関係が調査 されている。データは,

ASQ(AmericanSocietyforQuality)顧 客満足 インデックスおよびCompus-

tatデ ー タベースに含 まれる企業125社 を対象 として収集 され,563企i業 年度分

の実データを用いて分析がなされている。分析結果として,企 業が顧客満足 も

しくは新製品開発をめ ぐって競争する場合,経 営者報酬に財務的指標 と非財務

的指標 の両方を利用するほうがより多 くの便益を得 ることを示 している31)。

3-2-3「 業績測定 ・評価」 における成果に関する研究

「業績測 定 ・評価」 におけ る成 果 に関す る研 究 につ いて は,Davis&

Albright(2004)に おいて,単 一企業 をベースにした準実験がなされている。

すなわち,米 国の銀行にて,報 酬 システムと連動 したBSCを 導入 ・実践 した

部門(4支 店)と 導入 ・実践 していない部門(5支 店)に おける2年 間の財務

業績の推移を比較 している。その結果,BSCを 導入 ・実践 した部門では,継

続的に財務業績 を向上させていること,お よび,BSCを 導入 ・実践 していな

い部門よりも高い業績 を上げていることが実証されている。

3-3BSC導 入 ・実践による成果に関する研究課題

本節では,BSC導 入 ・実践 による成果に関す る先行研究をBSCの 実行プロ

セスに即 して考察 して きた。まず,「 コミュニケーション」プロセスにおける

成果に関する研究は,現 状 において筆者が知る限り,Malina&Selto(2001)

お よび林(2004)に みられるのみとなってお り,ほ とんど研究がなされていな

いo

30)具 体 的には,従 業員スキル,新 製品開発,顧 客満足,市 場 シェア,売 上高,業 務

コス ト,収 益性の7つ の業績指標である。

31)な お,Bryantetal.(2004)は,四 つの視点 間の関係 に関 して,下 位の視点が

直上位 の視点にのみ影響を及ぼすのではなく,上 位に位置する視点全てに影響を与

えることも実証 している。



バランス ・スコアカー ド導入 ・実践による成果の検証に関す る考察229

また,Malina&Selto(2001)の 調査結果は,BSCが コミュニケーション

装置 として適切でないということを意味 していないものの,「コミュニケーショ

ン」 を成立させ るのに必要なBSC設 計 ・実践上の要件を明 らかにすることを

要求する。さらに,林(2004)で は,BSCの 導入 ・実践を通 じて従業員のあ

いだでの戦略共有が進むとされる。それで も,BSCの 利用程度を表す戦略共

有の直接効果 と戦略に対する理解 を表す戦略共有の間接効果 とのあいだの関係

が明示的に取 り上げ られていないため,業 績指標をどのように利用することに

よって戦略共有効果が現れたのかについて必ず しも明らかになっていない。

次に,「 業績測定 ・評価」プロセスにおける成果 に関する研究については,

実証研究が蓄積 されつつある といえる。全ての研究がBSCを 直接の対象 とし

ているわけではないけれ ども,BSCと 関連す る形で成果 について概ね良好な

結果を得ている。つまり,戦 略 との統合,因 果関係の想定,置 かれている環境

といった条件にも左右されるとはいえ,多 面的に業績測定を行 うほど高い組織

業績が得 られることを示 している。CampbelletaL(2002)で は,第 二節で考

察 したBSCに 期待される役割である,企 業 レベルの高次学習が成立すること

も実証されている。

しか しなが ら,「業績測定 ・評価」プロセスでの成果に関する研究の多 くは,

組織業績を成果変数として,多 面的に業績測定 を行うほうが組織 レベルでの合

理的な意志決定につながることを提示 している。それゆえ,成 果検証の対象 と

なっているのは,図1の ④ 一Hの プロセスである。④ 一皿のプロセスに対 して

なされた研究 として見受け られたのはHa11(2004)の みであ り,更 なる実証

研究の蓄積が必要 といえる。

④ 一皿のプロセスでのBSCに 期待される役割は,第 二節で考察 したとお り,

ビジネス ・レベルの高次学習を実現することである。ビジネス ・レベルの高次

学習を積み重ねることによって企業 レベルの高次学習を実現することもBSC

に期待 される役割に含 まれるが,土 台となるのはビジネス・レベルの高次学習

である。 したがって,④ 一皿のプロセスにおける成果を検証する上で,成 果変

数 としてビジネス ・レベルの高次学習の実現程度 を測定することが望 ましい と
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考える。

ビジネス ・レベルの高次学習の実現程度については,安 藤(2001)が,「 学

習活発度」 として変数化 している32)。BSC導 入 ・実践 の経過 に応 じて,組 織

成員の 「学習活発度」 にプラスの差が見出せれば,BSC導 入 ・実践 による成

果の一つ といえるであろう。

ただ し,BSCの 理論的妥当性 を検証するためには,ど の ように業績指標 を

利用することによって 「学習活発度」が向上するのかについて分析を行わなけ

ればならない。そこで,次 節では,BSC導 入 ・実践 による成果を検証す るた

めのモデルを検討する。その際には,且all(2004)に よって検証 されたモデ

ルが参考 となる。

4.BSC導 入 ・実践 によ る成 果を検証 するためのモデル

前節では,BSC導 入 ・実践による成果に関する先行研究のレビューから,

BSCの 実行プロセスを示 した図1の ④ 一皿のプロセスに関 して実証研究の蓄

積が必要であることを述べた。 また,成 果変数 として 「学習活発度」を提示 し

た。

前述 した とお り,Hall(2004)は,戦 略的業績測定システムによって提供

される情報の包括性が管理者の心理的エ ンパワーメントの改善と役割期待の明

確化を通 じて管理者の業績や職務満足 に効果をもたらすことを実証 している。

このモデルを参考に,BSC導 入 ・実践 による成果 を検証するためのモデルを

図示 したのが図2で ある。

32)「 学 習活発度」は次の三つの質問項 目か ら測定 されている。それは,① 自分の仕

事については,人 並みの仕事のや り方では満足せずに,常 に問題意識をもって取 り

組み,改 善す るように心がけている,② 従来のや り方 ・先例にこだわらずに仕事を

している,③ 必要な仕事 はセクションにとらわれずに積極的に行っている,で ある。
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コ ミュニケ ーシ ョン

・チ ャネ ル

図2BSC導 入 ・実践による成果を検証するためのモデル

また,表1に おいて,図2で の構成概念 を表す変数の一覧を記載 している。

戦略的業績測定として,戦 略 との統合度,情 報の多様性,情 報の多元性,垂 直

的統合度,水 平的統合度,目 標のス トレッチ度,情 報のタイムリーさ,情 報の

利用度,垂 直的インターラクション,水 平的インターラクションを取 り上げた。

Hall(2004)よ りいっそ うBSCの 特徴 を捉 えた形 になっている。役割明確性は,

Hall(2004)に 基づ き,目 標明確性 とプロセス明確性の二つである。コミュニ

ケーション ・チ ャネルには,Kaplan&Norton(1996;2001a)に 従い,教 育

プログラムの実施の有無,コ ミュニケーション ・メデ ィアの多様性,個 人/チ ー

ム用スコアカー ドの開発の有無,報 酬制度 との連動の有無33)を上げている。

図2に おいて基本となっている仮説は,ス コアカー ドを用いて戦略を伝達 さ

れた従業員は戦略に対する理解を深めるとともに自らの役割を明確 にし,そ の

結果,既 存の方法 にとらわれず戦略の実現に貢献するよう行動するということ

である。この仮説の基礎 となっているのは,以 下のKaplan&Norton(2001a)

にみ られる陳述である。

33)実 際 に調査 を行 う際 には,ど のようにBSCと 報酬制度 を連動 しているのか把握

してお く必要がある。BSCと 報酬 を連動 させる方法に関 しては,「 どのアプローチ

も望 ましい,あ るい は,有 力 な方法 として浮上 しなか った」(Kaplan&Norton,

2001a,p.255)と される。 また,Ittneretal.(2003)に お いて調査 されている金融

会社 の事例は報酬 システムのデザインの難 しさを示 している。BSCと 報 酬を連動

させ る方法 によっては逆機能的な行動 を引き起 こす可能性 もあ りうる。
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表1BSC導 入 ・実践による成果を検証するための変数一覧

構成概念 変数 定義

戦略的業績測定

システム

戦略との統合度 戦略とリンクした情報が提供される程度

情報の多様性
職務を遂行する上で必要な広範囲にわたる情報が

提供される程度

情報の多元性 複数の指標問の因果関係が明確になっている程度

垂直的統合度 上位組織の目標に与える影響を示す程度

水平的統合度 他部門の目標に与える影響を示す程度

目標 のス トレッチ度 目標の達成困難さの度合い

情報 の タイム リー さ タイムリーに情報が提供される程度

情報の利用度

現行の問題点 ・改善点を明 らか にす るために、 ま

た、時期の計画 ・戦 略を立案す るため に情報 を利

用す る程度

垂直 的イ ンター ラクシ ョン
目標を達成してもしなくても、業績測定結果に関

して定期的に上司との対話を行う程度

水平 的イ ンター ラクシ ョン
目標を達成してもしなくても、業績測定結果に関

して定期的に他部門の担当者との対話を行う程度

役割明確性

目標明確性
目標、期待 される結 果、義務 ・責任が 明確 になっ

てい る程度

プロセス明確性
仕事 に対す る時間配分 ・スケ ジュール ・手続 きが

明確にな って いる程 度

学習活発度 ビジネス ・レベルの高次学習が実現 してい る程度

コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ン

・チ ャ ネ ル

教育プログラムの実施の有無

コミュニケー ション ・メデ ィ

アの多様性

戦略 を伝達す るのに利用 され るコミュニケーシ ョ

ン ・メデ ィアの種類 お よび数

個 人/チ ー ム用 ス コアカー ド

の開発 の有無

報酬制度との連動の有無

リー ダ ー シ ップ

＼

上司の革新的志向

新 たなア イデ ィア ・提 案 ・仕事のや り方 を管 理者

のイニ シャティブによって積極 的 に実行 に移 そ う

とする程度

・ 「戦略志 向組織(Strategy-FocusedOrganizations)は
,す べ ての従業 員

が戦略 を理解 し,か つ,彼 らの 日々の ビジネス において戦略 の成功 に役 立

つ ようなや り方で振 る舞 うよ う要求す る」(Kaplan&Norton,2001a,p.12)

・ 「個人 の局所 的 なワー ク ・サ イ トにお いて各人 それぞれ に
,組 織 が戦 略 目

標 を達成 するの を支援 す るよ うなイ ノベ ーテ ィブな方法 を見 つけ だす とい

うタス クを行 わせ る。これは トップ ダウン ・デ ィレクシ ョンで はない。トッ
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プダウン ・コミュニケーションである」(lbid,p.216)

・「組織が戦略を従業員の日常業務 にすることに成功 しているのなら
,何 百

何千 もの従業員の 目と耳を動員することができる。全従業員が戦略を意識

することで,戦 略に影響 を及ぼす外部事象が生 じるのを感知する偵察者に

な りうる」(lbid,p.314)

・ 「BSCは 戦略の 目的を従業員にコミュニケー トするために使われるので

あって,従 業員 に何をなすべ きかについて命令するために使われるのでは

ない」(lbid,p.48)

・ 「BSCは ,下 位者の行為をコントロールす るためにではな くて,ビ ジョ

ンと戦略をコミュニケーシ ョンする目的で使われた とき最もよく機能を果

たす」(lbid,p.352)

・ 「リーダーが完全 にコントロールすることを好んでいるような組織ユニ ッ

トは避けよ。全てのサブユニ ットや従業員が組織の指向する方向に従い,

経営 トップの決定 した計画に固執 し,こ れを守ることを第一にしか考えな

いマネジメ ント・コントロール・システムを利用するようなリーダーは避け

よ」(lbid,p.352)。

Kaplan&Norton(2001a)に み られる上のような陳述は,Mobi1社 におい

てスピー ドパスの開発34)や トラック運転手による革新的な提案35)といった創

発的な行動が観察 されたことによると推測で きる。 しかしなが ら,BSCの 有

効性 については,個 々のケースを通 じて説明がなされている。BSCの 有効性

を正 当に評価するためには,BSC導 入 ・実践 による成果を経験的証拠 として

蓄積 していく必要がある。

本稿 で提示 したモデルを個別企業において検証すれば,BSC導 入 ・実践の

34)ス ピー ドパスは,決 済をすばや く済 ませるための装置である。戦略の実現に大 き

な貢献がで きないか と考えていた社内のマネジャーによってもたされたアイディア

か ら創発的に開発が進め られた(Kaplan&Norton,2001a,p.52)。

35)戦 略 を理解 した トラック運転手が,自 発的に トラック停留所での市場調査を行い,

自社の製品開発,マ ーケティング,物 流部門の担 当者にフィー ドバ ック情報を提供

した(Kaplan&Norton,2001a,p.249)。
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経過 とともに,戦 略的業績測 定,役 割 明確 性,学 習活発度 それぞれ の変 数の推

移 を調査 す る こ とによって,BSC導 入 ・実践 に よる成 果 を測 定す る こ とが で

きる と考 え る。 また,提 示 したモデ ルの変数 問の関係 をパ ス解析 あ るい は共分

散構 造分 析 に よって分析 すれ ば,BSCの 理 論 的妥 当性 を検証 す る こと も可能

であ ろう。 第三節 で考 察 した とお り,戦 略共有 のための コ ミュニケ ーシ ョンに

必 要なBSCの 要 件 は十分 に明 らか になってい ない点であ る

なお,本 稿 にお いて提 示 したモデ ルに リー ダーシ ップを組 み込んで いるの は

次 の理 由に よる。Nerreklit(2000)は,BSCが 高 度 に階層的 な トップダ ウン

型 の コン トロールで あるため,今 日の ダイナ ミ ックな経営環境 の下で戦 略マ ネ

ジメ ン ト ・シス テム として個 々の企業 に定 着す る こ とは難 しい と して,BSC

を批 判 して いる36)。一 方 で,Kaplan&Norton(1996;2001a)は,BSCを 「トッ

プダ ウ ン ・コ ン トロール」 として利 用す るので はな くて,「 トップダ ウ ン ・コ

ミュ ニ ケー シ ョ ン」 と して利 用 せ よ と要 請 して い る(Kaplan&Norton,

1996b,p.25;2000b,p.216)。

こ の こ とか ら,「 コン トロー ル」 と 「コ ミュニ ケー シ ョン」 は どの ように異

なるのか,異 なる とす れ ば,そ の違 いが マネ ジメ ン ト・シス テム に どの よ うに

関 わるのか につ いて考察 を行 った。その結果,「 コン トロール」と「コミュニケー

シ ョン」 の相違 に関 して鍵 を握 ってい るのは,経 営 トップ も しくは経営 トップ

を支 える指導層 の リー ダー シップであ り,進 取 の気性 に富 ん だ リー ダー シ ップ

を発揮 する人 間だけが 「コ ミュニ ケー シ ョン」 を成立 させ るこ とがで きる とい

うイ ンプ リケ ー ションを得 た(乙 政,2001)た め であ る。

実務 におい てBSCの 捉 え られ方 は必ず しも一様 で はない。それ は,BSCに

対 す る誤解 か ら生 じる こと もあれ ば,BSCが 段 階 的 に発展 してい るため に生

36)そ の根拠は次の二点である。 第一は,BSCが トップダウン型のコン トロールで

あるため従業員の内的コミットメン ト(internalcommitment)で はな く外的 コミッ

トメ ント(externalcommitment)が 促 進されて しまうことである。第二は,BSC

を利 用すると,戦 略の確実な実行が何 よりも強調 されるため,競 合者の行動結果を

モニタリングした り,技 術 的な開発の継続的なモニタリングをした りすることがつ

いなお ざりにされてしまうことである。
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じる場合 もある37)。本稿 において提示 したモデルを検証すれば,BSCを どの

ように利用すれば成果 を得 ることになるのかについて実践的なインプリケー

ションを得ることも可能となろう。

お わ り に

マネジメントには流行が存在する。マサチューセッッ工科大学が行った研究

によると,マ ネジメ ン トの流行 は一般的な ライフサイクルをた どる という

(Crainer,2000,邦 訳,p.240)。 このサイクルは,学 問的発見か ら始 まる。

新 しいアイディアは技法として練 り上げられ,学 術的出版 という形で発表され

る。 また,生 産性向上やコス ト削減など,経 営上のアイディアとして広 く宣伝

される。さらに,コ ンサルタントがそのアイディアをとり上げ,普 遍的な万能

薬 として扱 う。そ して,企 業サイ ドでの実践 において,期 待 していた結果が出

なかったとき,す ばらしいアイディアを長続 きさせることの困難さを知る。最

後には,少 数の企業のみがこのアイデ ィアの実現に腐心することになる。

BSCは 今なお発展を続けている。とはいえ,こ の ようなライフサイクルに陥

る可能性が全 くない訳ではない。BSCに おいても 常に導入 ・実践 による成果

を検証 してい く必要がある。このことか ら,本 稿では,BSC導 入 ・実践による

成果の明確化 と,BSC導 入 ・実践による成果検証モデルの提示を目的とした。

この目的を達成する上で,ま ず第一節において,Sears社 の事例に基づいて

BSC導 入 ・実践による成果の検証の必要性を説いた。Sears社 はBSCの 導入 ・

実践によりいったん業績 を向上 させなが らも,そ の後業績低迷 に陥っている。

37)Norton(2000)は,HacketGroupの 調 査結果か ら,調 査 した60社 のうち半数が,

BSCを 導入 しているとしなが ら,ス コアカー ドに記載 される業績指標の4分 の3

が財務的指標であったことを明 らかにしている。また,Speckbachereta1.(2003)

は,発 展段階に応 じてBSCを,タ イプ1(戦 略 的業績測定システム),タ イプH(タ

イ プ1+因 果 関係),タ イ プ皿(タ イプII+目 標 ・アクシ ョンプラン ・報酬 とのリ

ンク)の 三つに分 けた上で,ド イツ語圏企業においてそれぞれの タイプのBSCが

実施 されていることを示 している。
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次の第二節では,BSCの 実行プロセスを,「BSC構 築」,「コミュニケーショ

ン」,「業績測定 ・評価」に三分割 した上で,そ れぞれのプロセスにおいて期待

されるBSCの 役割を明 らかにした。「BSC」 構築プロセスでは トップ ・グルー

プのあいだでの戦略共有,「 コミュニケーション」 プロセスでは全成員の戦略

に対する方向付 けと動機付 け,「業績測定 ・評価」 プロセスにおいては二つの

種類の高次学習(企 業 レベルとビジネス ・レベル)を 成立させ ることがBSC

に期待される役割 となる。

続 く第三節においては,前 節にて区分 したBSC実 行プロセスに沿ってBSC

導入 ・実践による成果に関する先行研究の考察を行 った。結果 として,「コミュ

ニケーション」 プロセスにおいてコミュニケーションを成立 させるために必要

なBSCの 要件が明確でないこと,「業績測定 ・評価」プロセスにおいてビジネ

ス ・レベルの高次学習 を成果の対象とした研究がなされていないことを得た。

このことから,第 四節では,ビ ジネス ・レベルの高次学習の実現程度を表す

学習活発度を成果変数 とした,BSC導 入 ・実践による成果を検証するための

モデルを提示 した。具体的には,「 戦略的業績測定」,「役割明確性」,「学習活

発度」,「コミュニケーション ・チャネル」,「リーダーシップ」 という五つの構

成概念 を用いて,次 の仮説の検証 を図っている。それは,ス コアカー ドを用い

て戦略を伝達 された従業員は戦略 に対する理解を深めると同時に自らの役割を

明確に し,そ の結果,既 存の方法 にとらわれず戦略の実現に貢献するよう行動

するということである。

本稿で提示 したモデルを個別企業において検証することにより,BSC導 入 ・

実践 による成果の測定が可能になるとともに,BSCの 理論的妥当性の検証 を

行 うこともできると考える。

ただし,本 稿で提示 したモデルを検証する上で,調 査対象の選定 と変数の操

作化が問題 となる。基本的にBSCを 導入 ・実践 している個別企業を調査対象

としているものの,多 くの従業員 に労力を強いる調査 に協力 して くれる企業を

見つけ出す ことは簡単でない。 また,全 ての調査対象者に誤解 を与えない変数

の操作化を行 うことも難しい。これらの点については今後の検討課題 としたい。
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